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Ⅰ．背景と研究目的 

図書館経営という研究領域では，日米共に研

究成果を根拠とした図書館独自の経営論「図書

館経営論」は，確認することができなかった 1)。

日本の図書館における組織形態に関する研究は，

澤本(1968)2)によるものがあり，業務に関する

ものは，大庭(1998)3)や青柳(2008)4)がある。し

かし，澤本は古いものであり，大庭と青柳は一

般的な職務内容と特定館種を対象としている。

研究成果から図書館経営論の基盤とするには，

さらに研究事例を積み重ねる必要がある。 

これらのことを背景に，2010年5月には，国

立国会図書館の組織形態と業務の変遷から図書

館経営固有の組織形態や業務の一部を明らかに

した 5)。本研究は，その継続研究であり，東京

都立図書館を対象に，図書館経営論の理論的基

礎となる図書館固有の組織形態や業務の特徴を

実証的に明らかにすることを目的とする。具体

的には，第一に，図書館の組織形態の変遷はど

のようなものだったのか，第二に，各組織では

どのような業務が行なわれてきたのか，第三に，

図書館の組織形態と業務には，どのような図書

館固有の特徴があったのかを明らかにする。 

Ⅱ．調査方法 

調査対象は，東京都立図書館(主に日比谷，

中央図書館)である。東京都立図書館の歴史年表

を表1に示す。この東京都立図書館における①

課・係の「組織形態」の変遷と②係単位の「業

務」を対象に調査し，内容分析をした。 

組織形態の変遷については，『組織図』6)を用

い，業務については，個人の職務が詳細に記述

されている『事務分掌』6)を用いた。また，事

務分掌が残っていない年度は，係の職務が記述

されている『係設置に関する規程』6)を用いた。 

調査対象の期間は，1957年から 2010年であ

る。本稿では，1957年(日比谷図書館新館開館)，

1972年(中央図書館開館の前年)，1973年(中央

図書館開館)，1996 年(改修工事に伴う改組)，

2002年(組織改革)，2008年(改修工事に伴う改

組)を主たる対象とした。 

表1 東京都立図書館歴史年表 7) 

 

 

図1 コーディングの例 

事務分掌は，職務が細かく分けられて記述さ

れているために3,978件(正規職員)をそのまま

分析対象とした。係設置に関する規程は，各項

目に複数の職務が含まれるためコーディングを

行なった(図 1)。係設置に関する規程の項目数

は89件で，コーディング後は98件となった。 

内容分析では，事務分掌や係設置に関する規

程に含まれる業務の特性に応じて分類した。そ

の際，図書館の直接業務は，図書館で一般的に

用いられている「テクニカルサービス」と「パ

ブリックサービス」という枠組で分類した。 

Ⅲ．調査結果 

A. 東京都立図書館の組織形態(課単位) 

1908年 東京市立日比谷図書館開館
1943年 都制が施行され，都立図書館に
1957年 日比谷図書館新館開館
1973年 中央図書館開館
1987年 多摩図書館設立
1988年 図書館電算システム稼働
1996年 中央図書館改修工事完了
2002年 組織改革の実施

地域分担から機能分担に変更。多摩
図書館を含めた一体的運営に移行。

2004年 協力貸出業務の一部委託
2005年 日比谷図書館貸出業務の委託
2008年 中央図書館改修工事に向けた改組
2009年 中央図書館改修工事完了

フロア案内の委託
書庫出納全面委託
日比谷図書館の閉館

①中央図書館の東京資料及び都政資料の選定に
関すること。

②中央図書館の東京資料及び都政資料の収集に
関すること。

③中央図書館の東京資料及び都政資料の整理に
関すること。

コーディング（職務単位）の例

中央図書館の東京資料及び都政資料の選定，収集
及び整理に関すること。

「係設置に関する規程」の項目の例



 課単位の組織形態の変遷と職員数(正規)の

推移を示す(図 2)(図 3)。東京都立図書館は，

1973 年に有栖川宮記念公園(南麻布)に移転し，

中央図書館が設立されたのに伴い，組織が拡充，

細分化された。また，1996年には，テクニカル

サービスが合理化され，パブリックサービスに

人員が移されていることが明らかになった。 

 大幅な合理化が進行したのは，課単位での変

更はなかったものの，2008 年の改修工事(リニ

ューアル開館)に伴う組織改革であった。 

 
図2 日比谷・中央図書館の組織形態 

 

図3 日比谷・中央図書館の職員数の推移 

B. 東京都立図書館の業務の変遷 

 東京都立図書館の業務は，その特性に応じて

五つの領域に分類することができた(表2)。 

また，組織形態(図2)と業務(表2)を基礎に，

業務数の推移を定量的に分析したものが，表 3

である。時間と共に，「経営・企画」や「庶務・

調整」に関連する業務の割合が増加していた。 

表2 事務分掌に含まれる業務 

 
表3 例規集と事務分掌に含まれる業務の変遷 

 
C. 東京都立図書館の組織形態と業務の変遷 

1. 日比谷図書館の組織形態と業務(1957年) 

 日比谷図書館新館が開館した1957年では，主

に機能(職能)別の組織を採用していることが明

らかになった。組織も複雑ではなかった(図 4)。 

2. 日比谷図書館の組織形態と業務(1972年) 

1957年以降，日比谷図書館は組織を拡大・細

分化させ，整理課と奉仕課に所属する係を「主

題」を基礎に細かく分けたことがわかる(図 5)。

本研究では，このように主題によって分けられ

た組織を主題別組織と呼ぶ。日比谷図書館は，
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1972 年までにテクニカルサービスとパブリッ

クサービスで主題別組織を採用し，組織を複雑

化させたことが明らかになった。 

3. 中央図書館の組織形態と業務(1973年) 

1973年は，パブリックサービスの主題別組織

をさらに拡充し，専門分化させた(図 6)。パブ

リックサービスでは，他に「地域別」や「利用

者別」の組織形態もみられた。 

一方，テクニカルサービスは，効率化を重視

し，主題別から機能別に組織改編することで，

整理課を収書課と整理課に分割し，より一層，

組織を専門分化させた。本研究では，このよう

な単一あるいは少数の業務で分けられた組織形

態を「単能工的組織」とも呼ぶ。この組織では，

知識や技能が集約され，各組織で業務生産性が

向上しやすい特徴がある。 

4. 中央図書館の組織形態と業務(1996年) 

 組織形態の変更は1996年であるが，資料が残

されていた1998年を対象に分析を行なった(図

7)。主に，テクニカルサービスを担っていた収

書課と整理課が統合され，収書整理課が設立さ

れた。また，1973年当時に比べると，全体的に

組織が単純化したことが明らかになった。 

 

図4 日比谷図書館の組織形態と業務(1957) 

 

図5 日比谷図書館の組織形態と業務(1972) 

 

図6 中央図書館の組織形態と業務(1973) 

 

図7 中央図書館の組織形態と業務(1998) 

 

図8 中央図書館の組織形態と業務(2002) 

 

図9 中央図書館の組織形態と業務(2010) 
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5. 中央図書館の組織形態と業務(2002年) 

2002年には，逐次刊行物課が情報サービス課

に統合され，組織がさらに単純化した。ここか

ら，パブリックサービスを中心に合理化が進ん

だことがわかる。ただし，中央図書館では，職

員数を大幅に減少させるよりも，組織形態を簡

素化させ，組織に柔軟性を持たせることで，合

理化を試みてきたことも明らかになった(図 3)。 

このように一つの組織で，幅広い業務を行な

う組織形態を「多能工的組織」と呼ぶ。多能工

的組織は，一つの組織で多くの業務を担うこと

から，組織として柔軟であり一般に経営者やマ

ネジャーの育成に向く。「経営・企画」や「庶務・

調整」といった業務が大部分を占めるようにな

ってきたことにも，多能工化の一端が伺える。 

また，2002年の時点で，企画経営課の配下に，

図書館情報システム係が設置された。 

6. 中央図書館の組織形態と業務(2008年) 

改組は 2008 年であるが，資料として確認で

きた2010年を対象に分析した(図 9)。2009年の

改修工事に向けて，大幅に組織が簡素化された。

特に，主題別であった情報サービス課が，それ

を維持することができなくなり，機能別を基礎

とする組織形態に移行した。多くの人員を配置

してきたパブリックサービスを中心に，経済合

理性に基づいた大幅な人員削減が進められた。 

Ⅳ．結論 

A. 東京都立図書館の組織形態 

東京都立図書館には，五種類の組織形態があ

った。それは，「機能(職能)別」，「主題別」，「地

域別」，「利用者別」，「資料形態別」の組織形態

である。歴史的な観点からみると，機能別組織

と主題別組織が主流であったといえる。 

B. 東京都立図書館の業務 

東京都立図書館の業務には，1)経営・企画，

2)庶務・調整，3)テクニカルサービス，4)パブ

リックサービス，5)システム関連が確認された。

テクニカルとパブリックサービスは，図書館に

特徴的な業務であるといえる。 

また，近年，「経営・企画」や「庶務・調整」

といった業務の割合が増加していた。この背景

には，2002年に東京都立図書館が機能分担に移

行し，一体的運営を目指した組織改革があった。 

中央図書館は，①「経営・企画」や「庶務・

調整」の機能を集約し，②組織を簡素化させ，

③一部の業務を委託した。 

C. 東京都立図書館の組織形態と業務の特徴 

東京都立図書館は，1973年の中央図書館開館

時までに，主題別組織を基礎に組織を専門分化

させた。その後，2002年までは，職員を大幅に

削減することなく，細分化した組織を統合し，

その形態を簡素化することで合理化を進めた。 

東京都立図書館における組織の合理化は，テ

クニカルサービスから始まり(1998年)，その後，

パブリックサービス(2002年)に移行した。 

2008年には，抜本的な組織改革により，合理

化が急速に進み，職員は減少した。その結果，

組織形態は大幅に簡素化した。特にパブリック

サービスでは，これまでの主題別組織ではなく，

機能別組織を採用することになった。 

その他に，東京都立図書館に特徴的な組織と

して，図書館情報システム係があった。東京都

立図書館はシステムに関する部署を完全に外部

化せずに，自らの組織で行なっていることも，

図書館の経営組織を考える上では重要なことで

あるといえるだろう。 

Ⅴ．今後の課題 

 本研究は，図書館の組織形態と業務から「図

書館経営論」の基礎の確立を試みるものであり，

継続的に事例を積み重ねたい。 
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